
■ポートフォリオ特性

ファンド

最終利回り 4.4%

直接利回り 3.9%

デュレーション 1.8

・利回り、デュレーションは組入銘柄の純資産総額に対する比率で加重平均しています。

・最終利回り、デュレーションは債券先物を含めて計算しています。

・最終利回りとは、個別債券等について満期まで保有した場合の複利利回りを示しています。

・直接利回りとは、個別債券等についての債券価格に対する受取利息の割合を示しています。

・デュレーションとは、金利変化に対する債券価格の感応度を示しています。デュレーションの値が大きい
ほど、金利変動に対する債券価格の変動が大きくなる傾向があります。

・利回りはファンドの将来の運用成果を保証するものではありません。

■組入上位10ヵ国・地域

国・地域 比率

1 オーストラリア 62.1%

2 国際機関 8.3%

3 アメリカ 5.1%

4 カナダ 5.1%

5 スウェーデン 4.2%

6 韓国 2.0%

7 香港 1.4%

8 シンガポール 1.4%

9 ドイツ 1.4%

10 イギリス 1.4%

■債券格付分布

・格付は、S&P、Moody'sのうち最も低い格付を表
示しています。

格付種類 比率

ＡＡＡ格 47.1%

ＡＡ格 35.0%

Ａ格 11.6%

ＢＢＢ格 0.0%

ＢＢ格以下 0.0%

無格付 0.0%

・なお、付加記号（＋、－等）を省略して集計し、
S&Pの格付記号に基づき表示しています。

■当月の基準価額の変動要因（概算）

寄与度（円）

為替要因 305

債券要因 -18

その他（信託報酬等） -12

分配金 －

基準価額 276

・基準価額に与えた影響等をご理解いただくために
簡便的に計算した概算値であり、その正確性、完
全性を保証するものではありません。

■組入通貨

通貨 比率

1 豪ドル 98.6%

その他 1.4%

・為替予約等を含めた実質的な比率です。

・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。・国・地域は原則、発行地で分類しています。・
コールローン他は未収・未払項目が含まれるため、マイナスとなる場合があります。

■基準価額および純資産総額の推移
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・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
・ベンチマークは、ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（０－３年、円換算
ベース）です。
詳しくは、後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。

・ベンチマークは、設定日前営業日を10,000として指数化しています。

■基準価額および純資産総額

基準価額（１万口当たり） 13,110円

　前月末比 +276円

純資産総額 37.59億円

■分配金実績（１万口当たり、税引前）

決算期 決算日 分配金

第8期 2025/05/15 10円

第7期 2024/05/15 10円

第6期 2023/05/15 10円

第5期 2022/05/16 10円

第4期 2021/05/17 0円

第3期 2020/05/15 0円

　設定来累計 40円

・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

■騰落率

過去1ヵ月 過去3ヵ月 過去6ヵ月 過去1年 過去3年 設定来

ファンド 2.2% 6.6% 10.8% 9.4% 28.7% 31.6%

ベンチマーク 2.3% 7.2% 11.7% 10.3% 30.8% 41.7%

・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は異なります。
また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

・設定来のファンドの騰落率は、10,000を起点として計算しています。
・分配金実績がある場合は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

■資産構成

比率

実質外国債券 90.1%

内　現物 93.8%

内　先物 -3.6%

コールローン他 9.9%

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。
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■種類別・残存期間別組入比率

残存期間別比率

１年未満 １～３年 ３～５年 ５～７年 ７～１０年 １０年以上

国債 6.5% 0.0% 3.7% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0%

国際機関債 8.3% 1.4% 2.7% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0%

政府機関債 11.5% 3.9% 3.1% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0%

州政府債 9.3% 0.0% 2.7% 6.6% 0.0% 0.0% 0.0%

事業債 44.3% 8.5% 21.4% 14.5% 0.0% 0.0% 0.0%

MBS 12.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 12.3%

ABS 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

比率

■組入上位10銘柄

銘柄 種別 クーポン 償還日 格付 比率

1 4.75 AUST GOVT 270421 国債 4.7500% 2027/04/21 ＡＡＡ格 3.1%

2 2.5 AUST GOVT 300521 国債 2.5000% 2030/05/21 ＡＡＡ格 2.9%

3 4.3 IBRD 290110 国際機関債 4.3000% 2029/01/10 ＡＡＡ格 2.8%

4 4.2 AUST & NZ B 260331 事業債 4.2000% 2026/03/31 ＡＡ格 2.8%

5 5.35 NEW YORK LIF 280919 事業債 5.3500% 2028/09/19 ＡＡ格 2.3%

6 4.8 WESTPAC BAN 280216 事業債 4.8000% 2028/02/16 ＡＡ格 2.0%

7 5.1 BENDIGO AND 280616 事業債 5.1000% 2028/06/16 ＡＡＡ格 2.0%

8 4.475 KOREA HOUSI 260406 政府機関債 4.4750% 2026/04/06 ＡＡＡ格 2.0%

9 4.958 BENDIGO AND 291128 事業債 4.9580% 2029/11/28 ＡＡＡ格 2.0%

10 3.25 AIRSERV AUST 260515 政府機関債 3.2500% 2026/05/15 ＡＡＡ格 2.0%

組入銘柄数: 67銘柄

・格付は、S&P、Moody'sのうち最も低い格付を表示しています。

・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。
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■運用担当者コメント

【市況動向】

豪州短期債券市場は、前月末比で下落となりました。2025年7-9月期の豪州国内総生産(GDP)成長率が大幅な伸びとなった

ことや、豪州準備銀行（RBA）の声明でインフレへの警戒感が示されたことなどが材料視され、豪州短期債券利回りは上昇し

ました。

為替市場では、2025年7-9月期の豪州GDP成長率および10月の豪州家計支出が高い伸びを示したことや、豪州政府によるイ

ンフレ見通しの大幅な引き上げのほか、銅価格の上昇などがプラス材料となり、豪ドルは対円で上昇しました。

【運用状況（分配金実績がある場合、基準価額の騰落は分配金再投資ベース）】

デュレーションについては、月を通してベンチマークに対し長めの水準としました。また、種別配分については、国債に比べて

利回り水準が魅力的な社債など非国債セクターへの配分をベンチマークに対し多めとする一方、国債への配分は少なめとし

ました。

基準価額は、主に豪ドルが対円で上昇したことなどがプラスとなり、上昇しました。

【今後の運用方針】

12月に開催されたRBAの金融政策決定会合の議事要旨では、政策運営に関する論点が明らかになりました。RBAは、依然と

して足元のインフレ動向に対して懸念を抱いているものの、これらの要因やテーマが一時的なものか、それとも長期化するの

かについて、慎重に見極めている姿勢が示されています。また、これまでの利下げサイクルが非常に緩やかであったにもかか

わらず、家計支出とインフレがともに上昇している現状を踏まえ、現在の金融政策がどの程度抑制的であるかについても、

RBAは十分な確信を持てていないことが示されました。当ファンドでは、以前からRBAによる金融緩和に伴い、民間部門の需

要が増加すると予想していたため、2025年に民間部門の経済活動で生じた動きは想定通りと捉えています。民間企業による

設備投資の増加は長きにわたり待望されていたもので、特にソフトウェア、データセンター、人工知能への生産性向上を目的

とした投資が進んでいることは歓迎すべき動きです。また、個人消費のGDP成長率への寄与が回復基調にあるものの、デー

タ上は、必需的消費（食料、住居、医療、保険、公共料金など）の増加が消費者の裁量的支出の減少と引き換えに進行してい

ることが示されています。民間部門の基盤が強化されつつあることから、今後、政府部門への依存度が低下し、民間部門によ

るさらなる支出や投資の余地が生まれることが期待されますが、実際にはそうなっていません。公的部門は、7-9月期および

過去1年間において、依然としてGDP成長率に対して小幅ながらプラスの寄与が続いています。

金融政策は、民間部門へより大きな影響を与えており、消費や、投資、貯蓄に関する判断を左右しています。もし現在の総需

要の拡大が持続し、豪州経済の成長が想定を上回り、インフレが継続する場合、RBAは再活性化し始めたばかりの民間部門

の動きを抑制せざるを得なくなると考えられます。なお、過去における政策金利水準4.35％は、トリム平均インフレ率をピーク

時の6.8％から足元の3.0％まで低下させるのに十分であった点に留意すべきです。現在RBAが直面しているインフレへの懸念

は2022年ほど深刻ではないため、再び大幅な金融引き締め策を講じる必要が生じるとは考えにくいと思われます。2026年1月

に発表されるインフレ指標（2025年11月の月次および10-12月期の四半期データ）は、2月の金融政策決定会合における協議

の方向性を決めると予想されます。しかし、市場がすでに2026年に2回の利上げを織り込んでいる状況下で、急速かつ決定的

な政策転換は極めてハードルが高いと考えられます。豪州の金利市場ではボラティリティや不確実性が続いていますが、投

資適格社債は引き続き良好で、スプレッドが過去数十年で低水準にある中でも、高水準のオールイン利回りによる下支えが

みられます。豪州市場は、米国市場と比べベータ感応度が低く（市場の変動に対する影響が比較的小さい）、平均的な信用力

が高いことから、引き続き相対的に魅力度が高いと考えております。豪ドルは、豪州経済指標、RBAの金融政策の方向性や

金利動向のほか、世界情勢、資源相場の動きなどに左右されて、方向感の定まらない状況にあります。当ファンドではデュ

レーションをベンチマークに対し長めの水準としています。種別配分に関しては、社債など非国債セクターの組み入れを多め

にして運用します。新規発行銘柄については、割安と判断される場合には積極的に組み入れを検討します。今後も金利水準

や市場心理などを考慮しながら、必要に応じて機動的なデュレーション調整を行います。（運用責任者：笹井 泰夫）

・ＵＢＳアセット・マネジメント（オーストラリア）リミテッドの資料に基づき作成しています。
・市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

■本資料で使用している指数について
・ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（０－３年）とは、オーストラリアの債券市場の値動き（豪ドルベース）を表す指数で、残存期間が3年以
内の銘柄で構成されています。ブルームバーグは、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と総称します。）の
サービスマークであり、三菱ＵＦＪアセットマネジメントによる一定の目的での利用のためにライセンスされています。ブルームバーグの指数はブルームバー
グが算出し、配信し、販売するものです。ブルームバーグは、三菱ＵＦＪアセットマネジメントの関係会社ではなく、ブルームバーグは、三菱ＵＦＪアセットマネジ
メントが運用するファンドを承認し、是認し、レビューしまたは推奨するものではありません。ブルームバーグは、ブルームバーグの指数に関連するいかなる
データまたは情報の適時性、正確性または完全性を保証するものではありません。ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（０－３年、円換算
ベース）は、ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（０－３年）をもとに、委託会社が計算したものです。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。
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追加型投信／海外／債券

豪ドル年１回決算型ファンド

ファンドの目的・特色

投資リスク

■ファンドの目的
豪ドル建ての公社債を主要投資対象とし、信用度の高い公社債に分散投資することにより、安定した収益の獲得をめざします。

■ファンドの特色
特色１ 豪ドル建ての公社債を主要投資対象とし、豪ドルベースでの安定的な運用をめざします。
・高格付けの豪ドル建ての国債、政府機関債、州政府債、社債、資産担保証券（ＡＢＳ）、モーゲージ証券（ＭＢＳ）、国際機関債等に分散投資しま
す。

・組入債券の平均格付けは、原則としてＡＡ－格相当以上を維持し、信用リスクの低減をめざします。また、投資する債券は、原則として購入時に
おいてＡ－格相当以上の格付けを取得しているものに限定します。

・組入債券の平均デュレーションは、原則としてベンチマークであるブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（０－３年、円換算ベー
ス）±1年以内とし、金利変動リスクの低減をめざします。

・組入外貨建資産については原則として為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動による影響を受けます。

特色２ 運用は、豪ドル建債券運用に実績があるＵＢＳアセット・マネジメント（オーストラリア）リミテッドに委託します。

特色３ 年1回の決算時（5月15日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。
・分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあ
ります。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。（基準価額水準や市況動向等により変更す

る場合があります。）

■基準価額の変動要因
ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産に生じた損
益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。

流動性
リスク

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制等により十分な
流動性の下での取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢から期待される価格より不利な価格
での取引となる可能性があります。

価格変動
リスク

一般に、公社債の価格は市場金利の変動等を受けて変動するため、ファンドはその影響を受け組入公社債の価格の
下落は基準価額の下落要因となります。

為替変動
リスク

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受けます。

信用
リスク

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合もしくはこれら
に関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落することやその価値がなくなるこ
と、または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。

■その他の留意点
・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これによ
り、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性がありま
す。

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超え
て行われる場合があります。
投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用
状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
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追加型投信／海外／債券

豪ドル年１回決算型ファンド

手続・手数料等

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位／販売会社にご確認ください。

購入価額
購入申込受付日の翌営業日の基準価額
※基準価額は1万口当たりで表示されます。基準価額は委託会社の照会先でご確認ください。

換金単位 販売会社が定める単位／販売会社にご確認ください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払いします。

申込不可日

次のいずれかに該当する日には、購入・換金はできません。

・シドニー先物取引所、シドニーの銀行の休業日

・シドニーにおける債券市場の取引停止日

※具体的な日付については、委託会社のホームページ（「ファンド関連情報」内の「お申込み不可日一覧」）をご覧ください。

申込締切時間
原則として、午後3時30分までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。

なお、販売会社によっては異なる場合があります。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付

の中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申

込みの受付を中止すること、およびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消すことがあります。

また、信託金の限度額に達しない場合でも、ファンドの運用規模・運用効率等を勘案し、市況動向や資金流入の動向等に応

じて、購入の申込みの受付を中止することがあります。

信託期間 2027年5月14日まで（2017年8月30日設定）

繰上償還 受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合等には、信託期間を繰上げて償還となることがあります。

決算日 毎年5月15日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

年1回の決算時に分配金額を決定します。（分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制

する方針とします。）

販売会社との契約によっては、収益分配金の再投資が可能です。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。個人受益者については、収益分配時の普通分配金ならびに換金時および償

還時の譲渡益に対して課税されます。公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に「ＮＩＳＡ（少額投資非課税

制度）」の適用対象となります。ファンドは、ＮＩＳＡの対象ではありません。くわしくは、販売会社にご確認ください。税法が改正

された場合等には、変更となることがあります。
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追加型投信／海外／債券

豪ドル年１回決算型ファンド

手続・手数料等

本資料のご利用にあたっての注意事項等

●本資料は、三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。●本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。●本資料は信頼でき

ると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。●本資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況で
あり、将来の市場環境等や運用成果等を示唆・保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものでは
ありません。●投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購

入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。●投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

●委託会社（ファンドの運用の指図等）

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

加入協会：一般社団法人 投資信託協会

一般社団法人 日本投資顧問業協会

＜ホームページアドレス＞ https://www.am.mufg.jp/

＜お客さま専用フリーダイヤル＞ 0120－151034

（受付時間 営業日の9：00～17：00）

●受託会社（ファンドの財産の保管・管理等）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■ファンドの費用

お客さまが直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に対して、上限2.2％（税抜 2％）（販売会社が定めます）

（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社にご確認ください。）

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.2％をかけた額

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

（信託報酬）
日々の純資産総額に対して、年率1.21％（税抜 年率1.1％）をかけた額

その他の費用・

手数料

監査法人に支払われるファンドの監査費用・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料・有価証券等を海

外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用・その他信託事務の処理にかかる諸費用等についてもファンドが負担しま

す。

※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎計算期間の6ヵ月終了時、毎決算時または

 　償還時にファンドから支払われます。

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。

　 なお、ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。
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2025年12月30日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株
式会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ファンド名称：豪ドル年１回決算型ファンド

登録番号等

販売会社情報一覧表

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

　　　・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。
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